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日本の空き家問題を考える

歯止めがかからない空き家の増加

5 年に 1 回調査が行われる総務省「住宅・土地統
計調査」（2008 年）によれば、全国の空家率は 13.1
％、757 万戸に達する（図表 1）。これは空家率の適
正水準と考えられる 8 ～ 10％を上回る。空家率は
これまで一貫して上昇を続けてきており、住宅が
足りない時代に空家率が低く、その後、住宅が充足
するにつれて空家率が高まってきたのは自然なこ
とであったが、適正と考えられる水準を上回って
もなお上昇を続けていることが、現在の問題とな
っている。今年は 5 年に 1 回の調査年に当たり、そ

の結果が出るのが注目される。
空き家の内訳を見ると、「賃貸用住宅」が最も多

く 54.5％を占める（図表 2）。借り手を募集してい
るが、まだ埋まっていない状態のものである。こ
のほか「売却用住宅」（4.6％）、「二次的住宅（別
荘等）」（5.4％）が若干ある。最も問題があるのは
これら以外の「その他の住宅」である。空き家に
なったものの、売りに出されたり借り手を募集し
たりするわけでもなく、そのまま放置されている
物件で 35.4％を占める。

富士通総研　経済研究所
上席主任研究員　米山秀隆

近年、日本全国で空き家の増加が問題となっています。老朽化した空き家が放置さ
れると、倒壊の危険や犯罪の誘発など周囲に悪影響を及ぼすおそれがあり、我々、不
動産業者にとっても軽視できない問題です。

今回は空き家問題の現状を知ってもらうとともに、対応策を模索してみました。
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■ 図表 1　総住宅数、総世帯数、空家率の推移

総住宅数（左目盛）

総世帯数（左目盛）

空家率（右目盛）
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アメリカとの比較

住人が亡くなった後、相続人が放っておいたり、
あるいは、住人が高齢者向け住宅や老人ホームなど
に移った後、そのままにしておいたりするケースも
ある。本来は再利用（売却、賃貸化）が可能だが、
仏壇・仏具や家財道具が置いてあり、その処分が面
倒なため、放置されている物件も多い。そうした中
には老朽化が進み、近隣に悪影響（外部不経済）を
与える物件も出ている。草や木の枝が伸び放題にな
る、不法投棄の場となっている、犯罪者が出入りし
て放火される危険があるなどの理由で、自治体に苦

日米の空き家の現状を比較すると、住宅市場の違
いが浮かび上がる。

アメリカでは、空き家になった場合、市場に出さ
れることが多いため（売却、賃貸化）、その他の住宅
の空家率は、日本に比べ低くなっている（図表 2）。

一方、アメリカでは、売却用住宅の空家率は日本
に比べ高くなっている。日本では売却用住宅は新築
が中心で、必ず売り切ることを前提としているため
空家率は低い。これに対しアメリカは、住宅流通に
占める中古の割合が９割と高く、中古には様々な物
件が存在し売れるまでには時間がかかるため、空家
率が高くなっている。

賃貸用住宅の空家率については、日本が 2 割近い

情が殺到する状況になっている。こうした空き家
は、数は地方のほうが多いが、建物が密集する都市
部では、1 軒でもあると、近隣への悪影響が大きい。

放置される空き家が増えている背景には、少子高
齢化に伴う世帯数の減少、また、高度成長期の頃ま
でに建てられた物件は、住宅不足時代に供給を急い
だ関係で質が悪いものが多く、再利用が困難などの
事情がある。

のに対し、アメリカは 1 割程度と低い。日本のほう
が高い背景には、賃貸住宅が純粋に需給要因だけで
つくられていないことがある。賃貸オーナーに対す
る調査によれば、賃貸経営を行っている理由として
は、相続対策が 34.7％、節税対策が 24.3％と高い割
合になっている（国土交通省調べ、2007 年）。

住宅が足りなかった時代には物件を増やす必要
があり、税制面のインセンティブも必要だったが、
物件が充足している今、まだ必要なのかという議論
はある。ただ、賃貸住宅の空室が増えても困るのは
オーナーであり、また、それが深刻な外部不経済を
与えるような問題になっているケースは稀であるた
め、現在の空き家対策では、賃貸住宅はメインとは
なっていない。

（出所）総務省「住宅・土地統計調査」、米国住宅開発省・商務省により作成

（％）

（千戸、％）
■ 図表 2　住宅類型別の空家率

2003 年 2008 年
住宅総数（A） 53,891 57,586

世帯数（居住する建物数） 46,863 49,598
　持ち家（B） 28,666 30,316
　借家（賃貸住宅）（C） 18,197 19,282
空き家数（D） 6,593 7,568
　売却用の住宅（E） 303 349
　賃貸用の住宅（F） 3,675 4,127
　二次的住宅 498 411
　　別荘（G） 257 244
　　　その他 241 168
　その他の住宅（H） 2,118 2,681

空家率（D/A） 12.2 13.1
売却用空家率（E/（B ＋ E）） 1.0 1.1
賃貸用空家率（F/（C+F）） 16.8 17.6
その他空家率（H/A） 3.9 4.7
別荘比率（G/A） 0.5 0.4

構成比（2008 年）
4.6 

54.5
5.4 
3.2
2.2

35.4
アメリカ（2009 年）

11.5
3.8

10.2
2.6
3.5
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空家率の将来展望

世帯数の減少を前提とすると（全国の世帯数は
2019 年をピークとして減少）、この先、空家率は
どのように推移していくのか。住宅取壊し（除
却）ペースを現状維持から、除却を増加（図表 3：
ケース 3）、新設着工戸数を半減・除却を増加（ケ
ース 4）といった除去を進めるパターンと、新設
着工を現状維持（80 万戸：ケース 1）から段階的
に減らし半減（40 万戸）させる 2 つのケース（ケ
ース 2、4）を考えると、先行きの空家率について
は図表 3 のようになる。除却、新設着工戸数とも
現状維持では空家率は 25％近くまで高まるが、除

去を増加したり、新設着工戸数を半減すると、わ
ずかな上昇にとどまる。

新設着工戸数を半分にするという条件の背後
には、その代わりに中古住宅の利活用を進め、全
住宅取引（新設着工＋中古取引）に占める中古の
比率を 2008 年の 13.5％から 50％程度まで上昇さ
せることを念頭に置いている（欧米ではこの比率
が 6 ～ 9 割）。空き家の増加に歯止めをかけると
いう観点からは、問題となっている空き家の取壊
しを急ぐとともに、新設を減らし中古住宅の利活
用を進めていく必要があることが分かる。

空き家除却の促進策① ： 空き家管理条例

現在、講じられている空き家対策の方向性とし
ては、危険な空き家の除却の促進と、再利用可能
な空き家の利活用という 2 つがある。

空き家の除却促進策の第一としては、空き家管
理条例の制定が挙げられる。空き家管理条例は、
空き家所有者に適切な管理を義務付け、必要に応
じ指導、勧告、命令、氏名の公表などを行うとい
うものである。ここ 1 ～ 2 年で制定する自治体が
増え、今年 4 月時点で 211 自治体に達する（国土
交通省調べ）。

除却促進策として、強制力のある政策を積極的
に採る自治体は多くなく、解体費用の補助を行う
などの穏やかな施策が一般的である。例えば東京
都足立区は、解体費用の補助を行っている（木造
住宅の場合、最大 100 万円）。

行政代執行の権限を認める強い姿勢を取ってい
る例が、秋田県大仙市である。大雪で空き家が崩
壊寸前になるという切迫した事態を経験したこと
で、代執行に踏み切った。ただ、代執行は、手続
に手間がかかる上、事後の費用請求がうまくいか

現状維持
新設住宅着工戸数を半減
除却を増加
新設住宅着工戸数を半減・
除却を増加

（出所）
米山秀隆『空き家急増の真実』
日本経済新聞出版社、2012年

■ 図表 3　空家率の予測
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●助成の対象となる建物
　戸建住宅（木造・非木造）、共同住宅（木造・
非木造）、住宅兼店舗（作業場）、工場・倉庫・
物置、塀・門等
●助成条件
・老朽家屋等審議会で、特に周囲に危険を及ぼ
している建物と認定されたもの
・建物等の所有権すべて（共同所有の場合は全
員の同意）を有すること

・市町村民税等を滞納していないこと
・所有権以外の権利が登記されていないこと
・国、地方公共団体等や宅地建物取引業者は対
象から除外
●助成額
　消費税分を除く解体工事費用に、下記の表の
数値を適用した額（助成額は千円未満を切り捨
てた額）。
　※復興特税により木造は増額。

　大仙市では、空き家等管理条例に基づき、行
政代執行により空き家の解体を実施した。
●空き家等の解体の概要
　秋田県大仙市では、2012 年 1 月 1 日から施
行された「大仙市空き家等の適正管理に関する
条例」に基づき、2012 年 3 月 5 日から 30 日
までの間で、行政代執行により、空き家 5 棟の
解体を進めた。解体撤去費用の概算額 178 万 5
千円は、4 月以降に所有者に請求した。

●空き家等の概要
○空き家等の種類：元事務所、物置、車庫等の５棟
○所有者：1 名
○場所：小学校に隣接した場所
●行政代執行の手続の流れ
　2012.2.22················行政代執行戒告（1 週間）
　2012.3.1··········行政代執行令書（本人手渡し）
　2012.3.5 ～ 3.30·····················行政代執行実施
　2012.3.30·····························解体撤去費用確定
　2012.4 以降······················所有者への費用請求

ないと、敷地の売却で費用を回収しなければなら
ない。また、代執行をめぐり訴訟となるリスクも
あり、代執行に踏み切るには、そこまでの覚悟を
しなければならない。

足立区が、代執行というムチの施策ではなく、
解体費を補助するアメの施策を採ったのは、リス
クのある代執行ではなく、補助をいくらかでもす
ることで危険な空き家の撤去が速やかに行われる
とすれば、それに越したことはないとの考え方に
基づいている。

こうした条例は一定の効果を生んでいるが、危険
な空き家を大幅に減らす効果までは発揮していな
い。アメリカでは、空き家が著しく増加した地域
で、空き家を強制的に取り壊して費用を請求し、支
払がない場合には土地を没収した事例もある。日本
の場合は土地所有権が強く、こうした措置はとるこ
とは容易ではないが、これから先、所有者不明の空
き家が大量に発生する時代に入っていった場合に
は、強制措置の必要性が増していく可能性がある。
このためには特別な法整備を行う必要がある。

東京都足立区の老朽家屋等解体工事助成

秋田県大仙市の行政代執行（空き家解体）

通常 2013 年 1 月 1 日から 2016 年 3 月 31 日

木造 5/10 かつ 50 万円以下 9/10 かつ 100 万円以下

非木造 5/10 かつ 100 万円以下 通常と同じ
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空き家の除却促進策の第二としては、固定資
産税の更地並み課税が挙げられる。空き家が発
生した場合でも、空き家の除却が進まない背景
には、空き家を取り壊し更地にした場合、固定
資産税の住宅用地特例が受けられなくなり、固
定資産税が６倍に跳ね上がる問題がある。

固定資産税の問題は、住宅用地の特例が適用
されるのは居住用の住宅であり、居住できない
倒壊寸前の空き家にまで適用するのは、本来は
おかしい。固定資産税は地方税であり、この判
断は自治体が行うことができ、最近では「老朽
危険空き家」については特例を外す例も現れた
（新潟県見附市）。危険空き家は特例適用されな
いとなれば、税制面で危険空き家を残しておく
インセンティブはなくなる。あるいは特例を受
け続けられるよう、危険空き家とならない程度

空き家の利活用促進策 ： 空き家バンク

一方、空き家の利活用促進策としては、主に地
方自治体が設置している空き家バンクが挙げられ
る。Web 上などに空き家情報を掲載して、借り
手、買い手を募るというものである。空き家バン
クを設置している自治体は全国で 470 に達するが
（国土交通省調べ、2011 年 3 月）、開設以来の成
約件数がゼロと開店休業の空き家バンクが 26.9％
（市町村設置の空き家バンク、地域活性化センタ
ー調べ、2010 年）を占め、成功している例は一握
りである。「家財道具を置いている」、「仏壇・仏具
がある」という理由により、物件登録に躊

ちゅうちょ

躇する
場合も多い。

成果を上げている空き家バンクは、地元不動産
業者が蓄積している物件情報を活用するなど、地
元企業・団体と連携して物件を収集しているケー
スである。地域で協力してくれる人材と連携し
て、物件を収集することも有効である。空き家バ
ンクを運営している職員が熱心に地域を巡回し
て、所有者に問い合わせているようなケースで
は、積極的に物件を発掘している。一方、借り手、
買い手に対しては、問い合わせがあった場合のコ
ンサルティングを行うのはもちろん、移住後の十
分なケア体制（仕事の紹介を含む）を構築するこ

とも必要である。
島根県江津市の調査（2007 年）では、空き家所

有者が空き家を貸し出す条件として多くあげてい
たのは、「空き家の改修費用を入居者が負担する場
合」、「賃貸期間を 5 年や 10 年に限定する場合」で
あった。一方、東京都北区の調査（2011 年）で
は、貸し出すための条件として改修の際の支援が

に管理を行うインセンティブが与えられる。た
だし後者の場合、危険空き家寸前の空き家はそ
のまま残る。

この問題については、特例を外すやり方では
なく、最終的には特例自体を撤廃して、住宅が
建っていても更地でも固定資産税に差をつけな
いことが望ましい。しかし、税率をどの水準で
統一するのかという問題があり、実現は容易で
はない。固定資産税の住宅用地特例は、住宅が
足りない時代には住宅取得促進という目的があ
ったが、住宅が余るようになった現在では、空
き家が放置される弊害を生んでおり、時代に合
わなくなっている。固定資産税の問題は、地方
任せにするのではなく、国が主導して見直して
いく必要がある。

空き家除却の促進策② ： 固定資産税の更地並み課税

▼シニア層と子育て世代の転貸マッチングを行う
  「移住・住み替え支援機構」ウェブサイト
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1963 年生まれ。筑波大学第三学群社会工学類卒業、同大学大学院経営・政策科学研究科修了。野村総
合研究所、富士総合研究所を経て現職。慶應大学客員研究員などを歴任。住宅市場やマクロ経済、経済
政策の分析に携わる。著書に『空き家急増の真実』、『少子高齢化時代の住宅市場』（ともに日本経済新聞
出版社）ほか多数。

富士通総研　経済研究所　上席主任研究員　米山秀隆（よねやま・ひでたか）

コンパクトシティ化との連動

必要との要望が強かった。
改修費用については、行政による支援が有効

で、実際に行っている自治体は多い。このほか入居
時の空き家のクリーニングサービスや、家賃補助を
行っている自治体もある。賃貸期間を区切る点につ
いては、定期借家の仕組みがあり、この仕組みの
認知度を高めていく必要がある。移住・住み替え支
援機構は、50 歳以上のシニア層の持ち家を子育て
世代などに転貸するマッチング事業を行っている
が、そこでは 3 年の定期借家が採用されている。

しかし、これらの施策だけではまだ十分とはい
えない。これまでは、人口・世帯が増加していく
中で都市を郊外に広げていくことが必要だった
が、逆に人口・世帯が減少する中では、都市を縮
小していかなければならない。2050 年までに現
在の居住地域のうち 2 割が「無居住地域」になる
という可能性を直視すれば（国土審議会、2011
年）、郊外に広がった都市を縮小し、郊外に住ん
でいる人々を中心市街地の空き家に移り住んで

最近では、賃貸物件としてシェアハウス（学生、
高齢者向け）にするのも注目されており、この場合
も改修費や家賃補助の仕組みを講じることが有効
である。一方、中古物件の購入促進策としては、
改修費を補助する仕組みのほか、新築よりも中古を
取得したほうが、ローン減税や固定資産税面で優
遇される制度に変えていく必要がある。今後、空き
家の増加に歯止めをかける上では、団塊世代の持
ち家の再利用が重要になるが、これらの施策を組み
合わせることで利活用を促進していく必要がある。

もらうような施策も必要になる。
個々の空き家の利活用を考えるだけでは不十

分で、都市計画、街づくり全体の中で残すべき空
き家を選別しその利活用を考えていく必要があ
る。拡散した都市を縮小し、高齢者が歩いて日常
の用を足せる街づくりを目指す「コンパクトシテ
ィ化」については、10 年以上前からその必要性
が指摘されてきたが、その施策と空き家対策を本
格的に連動させていくことも重要になる。

▼

千葉県いすみ市の空き家見学会（移住・交流推進機構JOIN）

▼

全国の空き家が検索できるJOINの「ニッポン移住・交流ナビ」
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「すまい給付金」、事業者向け説明会開始
全国330市町村で（7/25付）

8月のニュースランキング

　国土交通省は8月から、消費増税に伴う住宅取得者の
負担軽減策として最大30万円を給付する「すまい給付

金」の詳細について、事業者向け説明会を開始する。具体的な内容、給付要
件および申請方法などについて、詳細に解説したテキストを用いて説明する。
　8月2日～10月31日まで、全国330市町村(計339回)で開催。ホーム
ページや電話などで参加申込みを受け付ける。事前申込みがなくても参加で
きるが、会場定員の関係で参加不可能になることもある。

▲

ホームページアドレスは、http://jutaku-setsumeikai.jp/

「改正耐震改修促進法」成立、一定建築物に耐震診断義務（5/23付）

＊８月号に掲載。内容省略

低所得者向け高齢者住宅、厚労省が供給へ（7/22付）

　厚生労働省は、低所得の高齢者を対象に、既存ストックを活用した住宅「高齢者ハウス」の供給
に取り組む方針だ。7月上旬に、事業化に向けての論点などを話し合う有識者会議を開催。9月末には同会議の骨
子案を出す。その骨子案を踏まえ、厚労省は事業化に向けた活動を本格化する。
　現在空き家となっている賃貸住宅を活用する。特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、サービス付き高齢者
向け住宅、有料老人ホームといった高齢者向け住宅(施設)は今もあるが、「健常な低所得高齢者」を対象としたも
のではないことから、それらの層の「居住安定」を図る。生活支援員の巡回サービスを付けることで、賃貸住宅
の世界で指摘されている「高齢者リスク」の軽減を図り、家主への理解を促す方針だ。

新築マンション「買いにくさ」増す
全国平均、価格は年収の6.5倍（7/31付）

　東京カンテイ(東京都品川区)はこのほど、マ
ンション価格(70㎡換算)が年収の何倍に相当するかを算出する
ことでマンションの「買いやすさ」を表した指標、「年収倍
率」の2012年度版を発表した。それによると、新築マンショ
ン価格における年収倍率の全国平均は6.53倍(前年比0.26 ポ
イント拡大)。最高値を更新し、2008年のリーマン・ショッ
ク以降で最も買いにくい状況になっている。
　最大の要因について、同社は「平均年収の下落」と指摘。
2012年の平均年収は前年比20万円減の417万円で、一部を
除き全国的に減少傾向にある。その上で、首都圏では価格が反
転上昇傾向にあり、年収倍率が拡大する結果になったという。 ▲新築マンションはリーマン・ショック以降で最も買いにくい状況だ
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住宅新報社ホームページにて、７月18日～８月17日までの期間、
閲覧回数が多かったニュースをランキング形式でご紹介します。

リーマンショック後で最高値、坪単価800万円のマンション　地所レジが千鳥ヶ淵に（8/6付）

「違法シェアハウス?」、国への情報提供が1か月で100件超（7/16付）

中古住宅の長期優良認定、制度化に向け8月7日に初会合（7/18付）

「吉祥寺、自由が丘、横浜」強し　武蔵小杉が大幅上昇
首都圏「住みたい街」ランキング（7/31付）

　長谷工アーベスト(東京都港区)はこのほど、首都圏居住のモニターを対象に実施したWebアン
ケート「住みたい街(駅)ランキング」を集計し、結果を発表した。
　それによると、「吉祥寺」の人気が根強く、幅広い層に支持され9回連続の1位となった。2位「自由が丘」、
3位「横浜」も昨年と同じランキングで強みを発揮した。
　人気を伸ばしたのが「武蔵小杉」で、一昨年18位、昨年17位から一気に横浜と同数の3位とランクアップした。
「再開発で街が便利になった」「乗入れ路線が豊富で、東京、神奈川、千葉、埼玉、どこへいくにも便利」など、
再開発やインフラ整備による利便性の向上が人気の要因となっている。5位以下は、「鎌倉」「たまプラーザ」
「二子玉川」「中野」など。
　同調査は7月1日にアンケートをメール配信し、回答されたものを集計した。有効回答数は1,784件。

　東京カンテイ(東京都品川区)がまとめた3大都市圏における
6月の中古マンション売り価格(70㎡換算)によると、首都圏(2,770万円、
前月比0.4%上昇)が4か月ぶりにプラスに転じた。ただし、復調が鮮明な
のは都心の一部エリアに限られている。近畿圏(1,798万円、同0.2%下
落)は、3か月連続のマイナスを記録。中部圏(1,480万円、同0.1%上昇)
はほぼ横ばいだったものの、愛知県(1,520万円、同0.1%下落)はわずか
だが値下がりした。

首都圏、一部で復調くっきり
東京カンテイ、6月の中古マンション売り価格（7/22付）

　住宅金融支援機構は7月12日、審査部審査センターの50歳の職員が、住宅ローン「フラット
35」などの審査案件86件について、必要な決済手続を経ずに金融機関に「承認」の結果を通知していたと発表
した。同機構は、同日付で同職員を解雇した。
　問題があったのは、2011年4月～2013年5月までの審査案件。金融
機関からの照会などを負担に感じ、承認できると考えられるものについて、
必要な決済手続を経ずに「承認」を通知するオペレーションを行っていた。
当該86件について借入申込内容を確認した結果、いずれも「承認」の判
断を変更する必要はないことが確認されているという。
　また、「不承認」となるものを「承認」したわけではないことから、同職員が
何らかの便宜供与を受けて行ったものではないと、同機構では判断している。

住宅金融支援機構、ローン審査で職員の不適切処理を公表（7/12付）

▲

詳細はウェブサイト（http://www.jhf.go.jp/about/prs_jh_000027.html ）に掲載
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氏の職歴はユニークだ。
ＮＴＴ代理店、クレジットカー

ド関連会社などを経て、実家のあ
る関西地区で競売不動産を落札し
てクリーニングやリフォームを施
し賃貸に回す、または転売する、と
いう競売不動産ビジネスに参入し
た。それがある程度順調になった
頃に、とある番組で目にしたのが
「増え続ける空き家問題」のニュ
ースだった。

吉村氏は早速様々な資料を調べ、
空き家管理サービスに商機がある
と判断。家族の住む横浜に戻り、今
年４月から空き家管理サービスを
専門とする「サポートホーム」を
立ち上げた。国交省の補助金申請

「増え続ける空き家に目をつけ、
空き家管理ビジネスを起業」

人口減少や高齢化を背景に、全国的に増加の一途をたどっている空き家。防犯・防災面だ
けでなく、景観・衛生・地域活性化などの面からも、社会的な問題になりつつある。横浜
市のサポートホームは、この空き家を管理するビジネスに目をつけて、起業した会社だ。
首都圏を中心にきめ細やかかつ安価なサービスを提供し、同業他社と一線を画している。

深刻化しつつある空き家問題に
自治体、国交省も着手

現在、全国にある空き家は約
757 万戸を超え、空き家率は約 13
％に上るといわれている。

この大幅な空き家増加の背景に
あるのが、人口減少問題だ。世帯
の細分化により世帯数はわずかに
増えているものの、それより急激
な速さで住宅は増加し続けている。
必然的に増える空き家のうちでも、
別荘でもなく賃貸や売却の予定も
ない空き家は約 268 万戸と、20 年
前に比べ倍増。まさに「右肩上が
り」の伸びを見せ、全国的に喫緊
の課題となりつつある。

空き家が増加すると、様々な問
題が起こり得る。草木の伸びた庭
やガスボンベの放置が火災を招き、
放置された建物の一部が破損すれ
ば隣家や公道へ飛散。防災・防犯
面のみならず、衛生や景観におい
ても近隣住民に不安や不快感をも
たらすものとなる。

行政への市民からの相談も年々
増加しており、平成 22 年７月に所
沢市が「所沢市空き家等の適正管
理に関する条例」を制定して以来、
全国で約 50 あまりの市区町村で
空き家に関する条例が制定される
に及んだ。

これを受けて、国土交通省では
「空き家管理等基盤強化推進事
業」を打ち出し、今年度２億円の予
算をつけて空き家関連ビジネスの
育成・普及を推進することとした。
現時点では詳細は未定だが、定額
での補助金交付が予定されている。

高齢者向けのサービス内容で
活路を見いだす

横浜市の「サポートホーム」は、
市が地元の社会起業家を支援する
「mass×mass関内フューチャー
センター（マスマス）」内に本社を
構えている。代表である吉村政治

▶サポートホームの空き家管理サービス概念図

郵便物の確認

郵便物を整理し、必要
なものを指定先に郵送

通 水

60秒開放し、錆の付着防止と
排水トラップへの注水を行う

清 掃

建物内部の簡単
な掃き掃除を行う

庭木の確認

剪定の要否、消毒の
要否をチェック

通気・換気（60分）

全室（押入れ、物入
れを含む）開放の上、
空気を入れ替え

近隣情報の確認

巡回時に入手した近隣
情報を報告

雨漏り・カビ確認

雨漏り（しみ等）や、カビの発生
をチェックし、対策を立てる

メンテナンス確認

外装塗装、鉄部など
の状況を報告
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「増え続ける空き家に目をつけ、
空き家管理ビジネスを起業」

の清掃、通気・換気、通水、雨漏
り・カビ確認、メンテナンス確認、
郵便物の確認、近隣情報の確認、庭
木の確認の８つ。追加料金で庭木
の手入れ、ハウスクリーニング、害
虫駆除、リフォームなども請け負
う。

他社との差別化を図ったのは、
決済方法だけではない。

月１回１万円以上からが平均的
な空き家管理業界にあって、月１
回 6,000 円から。魅力的な価格設
定だといえる（マンションで１年
以上契約した場合。戸建てでは月
１回 7,000 円から）。

また、詳細な実施報告書などき
め細やかなサービスも強みだ。「事
前にお客様のお宅へ訪問し、例え
ば“ベランダに鳩が巣をつくるか
ら気を付けてほしい”など、特に
注意して管理したい場所について
細かく伺います。毎回同じ担当者
が訪問するので、微妙な変化にも
気付きやすく、お客様にもご安心
いただいています」と吉村氏。

クレジット決済の審査も下り、
チラシもでき上がった。これからは
徐々に高齢者に向けたサービスの
告知を行っていきたいとしている。

取材先　サポートホーム

が始まることも大きな理由の一つ
だった。

起業に当たって考えたことは、サ
ービス内容の充実と、マーケット。
「同業他社と同じサービス、同じ

マーケットでは通用しない。まず
は他社にはないサービスを展開す
ること、マーケットの選定につい
てもよく考えました」と吉村氏は
語る。

空き家の実情は、首都圏と地方
では異なる。若者が都市へ出て行
くことで過疎化・高齢化が進み、相
続の際などに空き家となってしま
うケースの多い地方に対して、サ
ポートホームがサービス展開する
首都圏では、海外赴任や地方勤務
などで一時的に家を空けるケース
か、郊外の一戸建てに住んでいる
高齢者が施設や病院に入らざるを
得なくなり家を手放すケースが多
いという。

吉村氏が目を付けたのは、後者
だった。

比較的大きな企業に勤める転勤
世帯が相手だと、留守期間中の賃
貸なども請け負う大手のサービス
に太刀打ちできない。しかし、今
後増え続ける高齢者相手ならば、

きめ細やかな対応・サービスを提
供することで活路が見いだせるの
ではないだろうか、と考えたのだ。

価格ときめ細やかなサービスで
差別化を図る

しかし、吉村氏がまずしたのは、
転勤世帯に向けたＨＰを立ち上げ
ることだった。

理由は、「決済方法」と「実績」。
高齢者向けのサービスを展開する
際に肝となるのは「決済方法」だ
とにらみ、当初からクレジットカ
ードと口座振替での決済サービス
を予定したが、それには事業実績
が必要なのだ。

そこで、まずは現金決済が比較
的容易な転勤世帯を顧客とする
ことで実績を積み、会社としての
経験値も上げていく。そこから少
しずつ高齢者向けサービスに軸
足を移していく考えだ。クレジッ
トカードの月々決算と口座振替
サービスを導入しているのは、同
業ではまだ数少ないという。

現在サポートホームが提供して
いる基本的なサービスは、空き家

代 表
吉村政治氏

会社概要
●社名／サポートホーム
●所在地／神奈川県横浜市
●設立／2013年４月
●代表／吉村政治
●社員数／３人
●事業内容／空き家・留守宅管理
●ホームページ／http://www.supporthome.jp/

実施報告書は写真も数多く、内容は詳細にわたる
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既存住宅インスペクション
ガイドラインが策定 ～ポイント解説と内容①～

特
集
2

国土交通省が６月に公表した「既存住宅インスペクション・ガイドライン」。住宅購入検討者
が中古住宅の取引時点の状態・品質を把握できることを目的に、検査者の技術的能力の確保
や検査の項目・方法などのあり方をまとめたものだが、中古流通活性化のカギになるといわれて
いる。どのような内容となっているのだろうか。

　同ガイドラインでは、現況検査の内容について、
「基礎、外壁などの住宅の部位ごとに生じているひ
び割れ、欠損といった劣化事象および不具合事象の
状況を、目視を中心とした非破壊調査により把握す
ること」とし、電磁波レーダーなどを用いた鉄筋探
査やファイバースコープカメラなどの機器を用いた
検査については、「一定の追加費用負担が生じるこ
とから、追加的に検査実施することが考えられる」
とするにとどめた。
　検査内容の範囲については、「欠陥があった場合
の要因が何かといった、瑕疵の有無を判定すること」
までは求めず、あくまでも検査結果の報告のみで足
りると明記。更に、「耐震性や省エネ性などの住宅
にかかる個別の性能項目について、当該住宅が保有
する性能の程度を判定すること」「現行建築基準関
係規定への違反の有無を判定すること」「設計図書
との照合を行うこと」は不要だとした。また、検査
結果について、「瑕疵がないことを保証するもので
はないこと」を、書面で依頼者に説明・確認するこ
とを推奨している。
　検査者については、住宅建築や劣化に関する知識、
検査方法や判定に関する知識・経験を求めたほか、

「講習などの受講により必要な知識・経験などを補
うことが必要だと考える」と要求した。

　同ガイドラインの内容は、「業務の実施内容とし
て必要十分なものを示すものではなく、適正な業務
の実施となるよう、共通して実施することが望まし
いと考えられる最小限の内容」とし、「事業者によっ
て、より質の高いサービスが提供されることを期待
する」とした。
　なお、国交省では今後、インスペクション業務に
ついての講習会なども設ける方針で、全体的な業務
の質向上に向けた取り組みに注力していく考えだ。

今後、講習会なども開催
瑕疵の有無判定までは不要　

記載内容は「最小限」
更なる高品質を期待
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　「『第三者性』を強調した点がポイント」。検討会
の委員も務めた日本ホームインスペクターズ協会
の長嶋修会長は、既存住宅インスペクション・ガ
イドラインをこう評価する。このほど、同協会の
総会と併せて行ったガイドラインの解説セミナー
で明かした。
　セミナーではまず、中古住宅の売買時に利用さ
れるインスペクションを対象としたガイドライン
であることを説明。現実の取引実態に見合う形で
コストや診断時間などを設定することが基本とさ
れている点を指摘し、「この点が重要な部分。流通
を阻害しないことが前提であり、あくまで『1 次
診断』としてこういう落とし所になった」と話した。
　その上で、ガイドラインが「公正な業務実施の
ために順守すべき事項」として、客観性や中立性
の確保に関する項目を複数提示している点を「一
番のポイント」として挙げた。
　具体的には「媒介やリフォーム工事の受託を検
討している場合は、依頼主にその旨を明らかにす
る」、「自らが売主となる住宅については実施しな
い」「流通やリフォームにかかわる事業者から便宜
的供与を受けない」などで、「当協会の倫理規定と
ほぼ同じ」とした。
　なお、同協会が 2009 年度から実施している公認
ホームインスペクター資格試験の累計合格者数は、

計 835 人。金融機関の担保評価に資するインスペ
クションの需要も視野に入れた上で、長嶋会長は

「将来的に 3 万 8,000 人程度のインスペクターが必
要」とみている。

ホームインスペ協会・長嶋会長　
「第三者性がポイント」
ガイドラインを高く評価

中古一戸建てのホームインスペクションでは、屋外、室内、床下、屋根裏、設備などをチェックする

インスペクターの不足を補うことも課題だ
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既存住宅インスペクション・ガイドライン

1 ガイドライン策定の目的と考え方

●中古住宅は、新築時の品質や性能の違いに
加えて、その後の維持管理や経年劣化の状
況により物件ごとの品質等に差があること
から、消費者は、その品質や性能に不安を
感じている。このような中、中古住宅の売
買時点の物件の状態を把握できるインスペ
クションサービスへのニーズが高まってい
る。

●一方で、現在民間事業者により実施されて
いる「インスペクション」といわれるサー
ビスは、中古住宅の売買時検査のみならず、
新築入居時の検査やリフォーム実施時に行
うものなど様々である。

●また、目視等を中心として住宅の現況を把
握するために行われる現況検査は、最も基
礎的なインスペクションであるが、現場で
検査等を行う者の技術力や検査基準等は事
業者ごとに様々な状況にある。

●このため、本ガイドラインにおいては、中
古住宅売買時の利用を前提とした目視等を
中心とする基礎的なインスペクションであ
る既存住宅の現況検査について、検査方法
やサービス提供に際しての留意事項等につ
いて指針を示すこととする。これにより、
事業者による適正な業務実施を通じて、既
存住宅インスペクションに対する消費者等
の信頼の確保と円滑な普及を図ることを目
的とする。

【 参 考 】

⇒現在、既存住宅を対象として行われているイン
スペクションは、その内容から大きく次のよう
に分けることができ、本ガイドラインにおいて
は❶の中古住宅売買時に行われる建物検査を対
象としている。

❶目視等を中心とした非破壊による現況調査を行
い、構造安全性や日常生活上の支障があると考
えられる劣化事象等の有無を把握しようとする
もの

　　← 既存住宅の現況把握のための基礎的なイン
スペクション（既存住宅に係る一次的なイ
ンスペクション）であり、中古住宅売買時
の建物検査や住宅取得後の維持管理時の定
期的な点検等がこれに当たる。

❷破壊調査も含めた詳細な調査を行い、劣化事象
等の生じている範囲を特定し、不具合の原因を
総合的に判断しようとするもの

　　← 現に、日常生活上支障が生じている場合な
ど不具合箇所を修繕しようとする際に利用
されるインスペクション（既存住宅に係る
二次的なインスペクション）であり、住宅
の耐震診断等はこれに当たる。

❸リフォームの実施前後に現況調査・検査等を行
い、住宅の劣化状況と性能を把握しようとする
もの

　　← 住宅の性能向上リフォームを実施する際に
利用される性能向上インスペクションがこ
れに当たる。

1. ガイドライン策定の背景・目的

＊国交省 HP に掲載されている既存住宅インスペクションガイドライン（全 20 ページ）より一部抜粋
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●本ガイドラインは、中古住宅売買時に行わ
れるインスペクションに関して、共通認識
の形成およびその普及を図ろうとするもの
であり、その策定に当たっては以下を基本
としている。
☞業務内容は、これを実施するためのコス

トが、利用者にとって一般的に負担可能
な程度となること、また、短期間で手続
が進められる中古住宅売買時の流れの中
で利用可能なものであること。

☞検査結果が、どの検査事業者が行ったか
によらず同様の結果が得られるよう、現
時点で得られている知見や一般的に用い
られている検査技術等に基づいたものと
すること。

☞業務内容及び検査事項は、検査事業者
が共通して実施することが望ましいと考
えられる内容であって、検査事業者のよ

り高度なサービスの提供等市場における
競争を制限しようとするものではないこ
と。

☞今後、新たに得られた知見、非破壊検査
技術等の開発やコストの低減等状況の変
化を踏まえて、適宜見直しが加えられる
ものであること。

●本ガイドラインは、最近の取組事例等も考
慮の上、既存住宅インスペクションの適正
な業務実施、トラブルの未然防止の観点か
ら、あくまでも現時点において妥当と考え
られる一般的な基準等をガイドラインとし
てとりまとめている。

●本ガイドラインの使用を強制するものでは
なく、個別業務の内容については、契約内
容として決定されるべきものである。

【 補 足 】

⇒ ガイドラインで示す内容について

　　ガイドラインは、業務の実施内容として必要
十分なものを示すものではなく、適正な業務の
実施となるよう、共通して実施することが望ま
しいと考えられる最小限の内容を示そうとする
ものである。

　　したがって、提供されるサービスの内容等がガ
イドラインにより拘束的なものとなることは本意
ではなく、事業者によって、より質の高いサービ
スが提供されることを期待するものである。

2. ガイドライン策定に当たっての
　 基本的な考え方・趣旨

詳細は国交省サイトをご参照ください
（http://www.mlit.go.jp/report/press/house04_hh_000464.html）
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平成 25 年 8 月 5 日　住宅保証機構

住宅保証機構株式会社では、以下について、平成 25 年 ７ 月 30 日付にて国土交通省の認
可を取得しました。 詳細につきましては、後日ホームページにて公表します。

まもりすまい既存住宅保険（宅建業者売主型）が改定
「保険法人検査実施確認書」の発行業務を開始

（２）保険期間を２年とした場合、保険金額は500万円または1,000万円とすることが可能となります。
まもりすまい既存住宅保険（宅建業者売主型）の保険金額（保険金支払限度額）は、これまで、一律、1,000

万円としておりました。今回、保険期間が２年の場合は、保険金額を 500 万円または 1,000 万円から選択する
ことが可能となります。これにより、保険契約申込時に、以下①～③の３つのタイプより、宅建業者様のニー
ズに合わせて設定いただくことができます。

（３）現場検査手数料を引き下げます。 
今回の改定に伴い、現場検査手数料の引下げを行います。さらに、共同住宅において、建築確認済証等や長

期修繕計画が確認できる場合には、さらに現場検査料が割引となります。

1 まもりすまい既存住宅保険（宅建業者売主型）の改定
  本改定は、平成 25 年９月１日以降に保険契約のお申込みをされた住宅より適用予定です。

　改定内容 

（１）保険期間２年を選択することが可能になります。
まもりすまい既存住宅保険（宅建業者売主型）の保険期間は、これまで、一律、５年間としておりましたが、

宅建業法により瑕疵担保責任を負うべき期間（２年以上）に合わせて、保険期間２年タイプを新設しました。

現行の保険タイプ

保険期間５年、
保険金額 1,000 万円

改定後の保険タイプ（以下より選択）

①保険期間５年、保険金額 1,000 万円
②保険期間２年、保険金額    500 万円 
③保険期間２年、保険金額 1,000 万円

現行の保険期間

5 年間

改定後の保険期間

２年間または５年間
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○ 一戸建て住宅
契約条件：木造、延床面積 120㎡、地上 2 階建て、通常申込み、故意重過失損害担保特約あり

○ 共同住宅
契約条件：RC 造、地上 4 階建て、20 戸、戸当たり平均面積 75㎡、延べ床面積 1,800㎡、評価書等活用型申

込み、故意重過失損害担保特約あり、長期修繕計画あり

2 「保険法人検査実施確認書」発行業務を開始します
新築住宅について「すまい給付金」を申請するためには、施工中等に第三者の現場検査を

受け、一定の品質が確認される以下の①～③のいずれかに該当する住宅であることが必要と
なる予定です。 

そこで、以下の③の要件を適用する住宅に対応するため、当社では、住宅瑕疵担保責任保
険と同等の検査の実施及び「保険法人検査実施確認書」の発行業務を、平成２５年９月１日
より開始する予定です。

　①住宅瑕疵担保責任保険に加入した住宅 
　②建設住宅性能表示制度を利用した住宅 
　③住宅瑕疵担保責任保険法人により保険と同等の検査が実施された住宅  

保険のタイプ 新料金

②保険期間２年、保険金額    500 万円 45,220 円 

③保険期間２年、保険金額 1,000 万円 46,360 円 

①保険期間５年、保険金額 1,000 万円 63,070 円 

保険のタイプ 新料金 （１戸あたり）

②保険期間２年、保険金額 500 万円 39,870 円 

③保険期間２年、保険金額 1,000 万円 40,530 円 

①保険期間５年、保険金額 1,000 万円 51,240 円 

現行料金

新設

新設

63,480 円

現行料金

新設

新設

63,020 円

料金例・・料金は、保険料と現場検査手数料の合計額

【問い合わせ先】
　住宅保証機構株式会社　経営企画部　経営企画課
　〒105-0011　東京都港区芝公園3-1-38　芝公園三丁目ビル
　電話：03-6435-8862　FAX：03-5733-5322
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「不動産市場における国際展開戦略」を公表します
平成２５年８月２日　土地・建設産業局国際課

我が国の持続的な成長のためには、アジアをはじめとする諸外国の成長を取り込んでいくこ
とが不可欠であり、不動産分野においても海外におけるビジネス展開を拡大することが強く求
められます。 

また、我が国は約 2,500 兆円の不動産ストックを有しており、今後も持続的な経済成長を図
るためには、海外投資家による投資を進め、不動産市場を活性化させていく必要があります。 
　そこで、不動産市場における国際展開戦略について、有識者による研究会において議論を行
い、その結果を整理したものです。 

今後は、個別企業・業界・研究者・国等がそれぞれの立場から、この戦略に盛り込まれた内
容について、具体的に取り組んでいく必要があります。 

国土交通省は、国が取り組むべき事項について実現に向けた取組を急ぐとともに、個別企業
や業界、研究者等が取り組むべき事項について、関係者と連携しつつ、取組を促していきたい
と考えています。

■本事業に関する問い合わせ先
国土交通省 土地・建設産業局 国際課　　TEL：03-5253-8111（代表）

❶不動産業界の海外展開（アウトバウンド）にお
ける課題の把握を行うとともに、不動産業の国
際展開戦略の企画・立案に役立てる。

❷また、国内不動産投資（インバウンド）促進の
ために必要な課題を整理し、不動産投資市場の
PR を組織的・戦略的に実施する官民連携の取
組の方向性を整理する。

❸更に、平成 26 年度に向けて対応すべき課題の
確認を行い、中長期的な不動産業の国際展開戦
略を継続的に検討する担当者レベルのネット
ワークの構築を図る。

川口有一郞（早稲田大学大学院ファイナンス研
究科教授）、田邉信之（宮城大学事業構想学部
教授）、中川雅之 ( 日本大学経済学部教授）、渡
辺卓美（一財）日本不動産研究所参与、稲田史
夫（東京建物㈱広報 IR 室長）、奥田かつ枝（株）
緒方不動産鑑定事務所不動産鑑定士、佐藤秀幸

（東急リバブル（株）ソリューション事業本部
Global  Business Development (GBD)
Maneging Director）、谷澤淳一（三菱地所㈱執
行役員経営企画部長） 

■趣旨・目的 ■委員（順不同・敬称略）
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１．趣旨・出願資格
明海大学不動産学部の企業推薦特別入学試験制度は、明海大学が目指す「社会に開かれた大学」

の趣旨により、社会の要請に応じて総合的かつ学際的な教育の機会を与える制度です。

３．出願書類の取り寄せ
出願書類の取り寄せを希望する志願者は、郵送先・氏名・電話番号を明記の上、官製葉書にて申し

込んでください。申込受付後、宅配便（着払）で郵送します。なお、宅配便代は、志願者の負担となり
ます。（申込後、7 日以内に出願書類が届かない場合はお問い合わせください。）
【申込先】   公益社団法人 全日本不動産協会（全日）
〒102-0094 東京都千代田区紀尾井町 3 番 30 号 全日会館 3 階　電話 03-3263-7030（代）

４．注意事項
本入学制度の詳細および注意事項等については、出願書類の取り寄せ時に送付される試験要項をご

参照ください。
　※詳細については明海大学入試事務室まで
　　〒 279-8550　千葉県浦安市明海 1 丁目　TEL 047-355-5116（入試事務室直通）　

※募集人員はＡ日程、Ｂ日程の合計人数です。　※面接、提出書類等の評価を総合的に判定し、合否を決定します。

２．入学試験日程・募集人員等

出願資格❶〜❸のいずれかに該当し、かつ、出願条件（ア）および（イ）を満たす者

明海大学不動産学部不動産学科
企業推薦特別入学試験要項〈抜粋〉

日程 願書受付期間 試験日・試験会場 募集人員 試験科目・時間割

Ａ日程
10 月 17 日（木）～

10 月 30 日（水）
全日に郵送必着

11 月 9 日（土）
浦安キャンパス

35 名

12:45　 集合
13:15 ～面接

○事前に提出された出願申請書等の内容に基づき実施します。 

Ｂ日程
平成 26 年 1 月 30 日（木）～

2 月 12 日（水）
全日に郵送必着

平成 26 年
2 月 23 日（日）
浦安キャンパス

9:30　  集合
10:00 ～面接

○事前に提出された出願申請書等の内容に基づき実施します。

【出願資格】
❶高等学校、中等教育学校または専修学校の高等

課程を卒業（修了）した者および 2014( 平成
26）年 3 月卒業（修了）見込みの者

❷通常の課程による 12 年の学校教育を修了した
および 2014（平成 26）年 3 月修了見込みの者

（通常の課程以外の課程によりこれに相当する
学校教育を修了した者を含む）

❸学校教育法施行規則第 150 条により、高等学校
を卒業した者と同等以上の学力があると認めら
れる者および 2014（平成 26）年 3 月 31 日ま
でにこれに該当する見込みの者

【出願条件】
（ア）明海大学不動産学部不動産学科での勉学を強

く希望し、第一志望として入学を志し、合格
後の入学を確約できる者

（イ）明海大学と委託協定を結ぶ本会から推薦を受
けられる者

○公益社団法人 全日本不動産協会〔全日〕の推薦条件
　全日に所属する企業に勤務している者、また
は明海大学卒業後に会員企業等への就職を希望
する者
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１．私道として利用される宅地の評価
私道には、公道と公道に接続し不特定多数

の者の通行の用に供するもの（いわゆる「通り抜け私
道」）と、専ら特定の者の通行の用に供するもの（いわ
ゆる「行き止まり私道」）とがあります。相続税の計算
上、これら私道の評価については、国税庁の通達によ
り次のように規定されています。

（１）通り抜け私道の評価
通り抜け私道については、一般に次の①から③のよ

うな利用制限があります。
①道路として利用されることになり、第三者が通行す

ることを容認しなければならないこと。
②道路内建築の制限により、通行を妨害する行為が禁

止されること。
③私道の廃止または変更が制限されること。

このような利用制限がある私道は、私有物として自
由な処分ができるものではなく、その私道を含む宅地
の売買実例においては、私道部分の評価額を 100％減
額している事例が多いようです。このため相続税の計
算上も、通り抜け私道については評価をしないことと
されています。

なお、私道のうち、その一部に公共バスの転回場や
停留所が設けられ、不特定多数の者が利用しているも
のについても、通り抜け私道と同様に相続税の計算上、
評価をしないこととされています。

（２）行き止まり私道の評価
行き止まり私道については、その使用収益にある程

度の制約はあるものの、私有物として所有者の意思に
基づく処分の可能性は残されています。特に、行き止
まり私道と、私道に隣接する土地が同一の所有者とな
った場合には、私道はその敷地内に取り込まれ、私道
ではなくなる可能性があります。

このため相続税の計算上、行き止まり私道について
は、相続税評価額の 30％相当額により評価されます。

なお、行き止まり私道のうち、その私道を通行して
不特定多数の者が地域等の集会所、地域センターおよ
び公園などの公共施設や商店街等に出入りしているも
のについては、前述（１）の通り抜け私道と同様に、相
続税の計算上、評価をしないこととされています。

２．セットバックを要する宅地の評価
（１）セットバックを要する宅地とは

建築基準法第 42 条第 2 項の規定により指定を受けた
道路（いわゆる「２項道路」）に面する宅地は、原則、
その道路の中心線から左右に２ｍずつ後退した線が道
路の境界線とみなされます。このため将来建物の建替
え等を行う場合には、その境界線まで後退（セットバ
ック）して道路敷きとして提供しなければならないこ
とになっています。

（２）セットバックを必要とする宅地の評価
セットバックを要する宅地については、現在の利用

に支障がない場合でも、将来セットバックして道路敷
きとして提供せざるをえなくなるおそれがあります。
このため、相続税の計算上、その評価額はセットバッ
クを必要としない宅地の評価額に比べて減額すべきと
考えられます。

この場合、セットバックを必要とする部分の評価額
は、私道と比べると、セットバックをしていない限り
宅地として利用されることから、前述１．（２）の行き
止まり私道の評価額を下回ることはないと考えられま
す。そこで国税庁の通達では、セットバックを要する
部分については通常の評価額の 3 割評価（7 割相当額
を控除）とし、その宅地についてセットバックが要し
ないものとした場合の評価額から、次の算式により計
算した金額を控除して評価することとされています。
（算式）セットバックが要しないものとした場合の宅
地の評価額×セットバックを要する部分の地積÷セ
ットバックを要する宅地の全体の地積× 0.7

（３）セットバック終了後のセットバック部分の評価
セットバック終了後のセットバック部分は、所有権

を有している場合でも建築基準法上の道路であり、建
物等を建築することはできないことから、私道として
評価することになります。したがって、相続税の計算
上は、前述１．（２）の行き止まり私道に該当するもの
として、私道でないものとして計算した評価額の 30％
相当額で評価されます。

ただし、セットバック部分を含めた道路が不特定多
数の通行の用に供されている場合には、前述１.（１）と
同様に、評価をしないこととされています。

個人が所有している宅地の一部が私道として利用されている場合や、セットバックを
要する場合における、その宅地の相続税評価について教えてください。

私道として利用される宅地や
セットバックを要する宅地の
相続税評価
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1. 賃貸借契約解除の原則
 建物賃貸借契約において、賃借人の契約違反

があった場合の解除の手続については、以下のように３
つに整理することができます。

（1） 催告解除の原則
契約の解除手続については民法第 541 条に定められて

います。契約の解除は、一般的に、契約上の義務違反が
あった場合には、契約上の義務違反をした相手方に対し、
相当期間を定めて契約を履行するよう催告をし、催告期
間内に履行がなされなかった場合に契約を解除すること
ができるとされています。

（2） 解除ができない場合
賃貸借のような長期的・継続的な契約関係の場合には、

契約上の義務違反があった場合でも、相当期間を定めた
催告を行い、催告期間内に履行がなければ常に契約を解
除できるとは限りません。賃貸借契約のような長期的・継
続的な契約関係の場合には、契約違反が比較的軽微なも
のにとどまり、当事者間の信頼関係を破壊するに至ってい
ない場合には、契約の解除はできないものとされています。

（3） 無催告解除の例外
相手方の義務違反の程度が著しく、催告をしても催告

期間内に適正な履行がなされる見込みもない等、背信行
為の程度が著しく、契約当事者間の信頼関係を破壊する
に足りる程度に達している場合には、例外的に無催告で
の解除が認められる場合があります。

２. 貸家の無断増築と賃貸借契約の解除
無断増改築といっても、貸地の場合と貸家の場合とで

は全く状況が違います。土地賃貸借契約では、借地人の
無断増改築があったとしても、土地賃貸借契約に無断増
改築禁止特約がない限り、契約違反にはなりませんが、建
物賃貸借契約では、借家人の無断増改築の場合には、そ
の程度にもよりますが、原則として、重大な契約違反と
して、賃貸借契約の解除が認められる場合が多いといえ
ると思います。

この違いは、建物の所有権の帰属にあります。
（1） 借地契約における無断増改築

借地契約の場合には、借地上の建物の所有権は借地人
が有しています。借地人にとっては自己の所有する建物で
すから、単に土地賃貸借契約が締結されているだけの状
態であれば、借地人は自由に借地上の建物の増改築を行
うことができます。しかし、借地契約に無断増改築を禁止
する旨の特約条項がある場合、判例では、この特約は有効

と解されていますので、借地上の建物の無断増改築は、法
律では禁止されていませんが、この特約違反になるわけで
す。

（2） 借家契約における無断増改築
これに対して、建物賃貸借契約では、建物は他人の所

有物です。借家人が他人（賃貸人）の所有物を勝手に増
改築したり、無断で構造を変更させたりすることは、無
断増改築禁止特約があるか否かにかかわらず、他人の建
物所有権に対する侵害となり得ますし、建物賃借人は少
なくとも善管注意義務違反、賃借建物の保管義務違反が
認められることになります。

御質問のケースでは、賃借人が賃貸人に無断で貸家に
書斎とサンルームを増築しているということですから、
賃借人の義務違反は明らかです。問題は無催告での解除
が認められるかという点だと思われます。

判例では、建物の賃借人が無断で借家に玄関と勉強部
屋兼サンルームを増築したというケースで、建物賃貸借
契約の無催告解除が認められたものがあります。このケ
ースは、約 10 坪程度の建物に３坪程度の玄関と同じく３
坪程度の勉強部屋兼サンルームを増築したというもので
すので、当初賃貸していた建物面積に対して増築した部
分の面積の割合が高く、容易に原状回復することもでき
ないと考えられますので、無催告解除を認めたのは相当
であったと考えられます。

これとは逆に、無断での改築はなされたものの、容易
に撤去できる簡単な仮建築程度のもので、建物に与える
影響も軽微なものにとどまる場合には、当事者間の信頼
関係が破壊されているとまでは認められず、契約の解除
ができないとされる場合があります。

また、賃貸人が、借家人の無断増改築の事実を知りな
がら、建築工事が行われている際に、全く異議を述べな
かったというような場合には、黙示の承諾があったとみ
なされる場合があり得ます。

したがって、借家人の無断増改築を発見した場合には、
それが工事中である場合には直ちに異議を述べ、既に工
事が完了していた場合には増改築の程度を見極めて契約
解除の可否を考えることになります。

借家人による貸家の無断増築

一軒家を賃貸していますが、借家人が貸家に書斎とサンルームを増築していること
が分かりました。私としては借家人と賃貸借を続ける気はありませんので無催告で
賃貸借を解除したいのですが、可能でしょうか。
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私のマンションでは共用部分にネット利用のための設備があり、管理規約では、すべて
の区分所有者がネット利用料金を負担すると定められています。けれども、私はネット
を利用していません。それでもネット利用料金を支払わなければならないでしょうか。

ネット利用料金

1. 回答
ネット利用料金が管理規約に定められてい

る以上、区分所有者は、ネット利用の有無を問わず、料
金を支払わなければなりません。

２． マンションにおけるネットの利用
　さて、分譲マンション内でインターネットを利用する
には、かつては、個々の居住者がプロバイダーとの間で
契約をした上、自らの費用をもって、共用部分を通して
専有部分まで配線を施すという方法が一般的でした。
　しかし、現在では日常生活にネットの利用が不可欠に
なっています。共用部分にネット利用のための設備を準
備して各区分所有者が自由にこれを利用できるようにし
ておき、ネット利用料金は全区分所有者が負担をする、と
いう方式をとる分譲マンションも多くなっています。
　もっとも、なかにはネットを利用しない居住者もいま
す。管理規約でネット利用料金を区分所有者負担と定め
た場合、不満が生じる可能性も、ないとはいえません。

3． 共用部分の保守・管理と
　 ネット接続回線契約
　ネット利用料金を管理組合が区分所有者Ａに請求を
したところ、ネットを利用していないＡが、全区分所有
者にネット利用料金を負担させる管理規約の定めは無
効であるとして請求を拒んだ事案に関する裁判例が公
表されています（広島地裁平成 24 年 11 月 14 日判決）。
　裁判所は、次のとおり判示して、管理組合の請求を肯
定しました。
　『インターネットサービスに係る物理的な LAN 配線
機器等の設備そのものは、マンションの区分所有者の共
用部分であるということができるから、その保守、管理
に要する費用は、マンションの資産価値の維持ないし保
全に資するものであるということができ、したがって、そ
の費用は各区分所有者が一律に負担すべきものである。
　これに対し、マンションの各戸に対してインターネッ
トサービスを提供するために締結されたネット接続回
線契約やプロバイダー契約に基づき発生する費用は、Ａ
が主張するように、インターネットを実際に利用してい
ない者にとって負担すべき根拠がないようにも思える。
しかし、そのようなサービスがマンションの全戸に一律
に提供されているということは、マンションの資産価値

を増す方向で反映されるから、これらに要する費用につ
いても、マンションの資産価値の維持ないし増大に資す
るものといえ、その観点からは、各区分所有者が、本件
サービスの利用の有無にかかわらず、その費用支出によ
る利益を受けているといえる。』

4． 一律負担の衡平性
　『また、インターネットサービスの利用の有無を考慮
して戸別に利用料金を定めることになれば、マンション
の各戸における本件インターネットサービスの利用状
況を戸別に確認する必要が生じることになるが、インタ
ーネットサービスは、マンションの各戸が個別に回線契
約やプロバイダー契約を締結することや複雑な設定を
することなく利用できるサービスであるため、実際の利
用の有無を確認するために新たな人的、物的コストが発
生してしまうことを避けられないという問題があり、さ
らには、その確認に要するコストを誰にどのように負担
させるべきかという問題や、いわゆるただ乗りをする区
分所有者への対処という派生的な問題が新たに発生す
るおそれがある。また、インターネット接続業者との契
約内容にかかわらず、ネット設備の保守、管理費用と、
接続そのものに要する費用を分けて各戸が負担すべき
費用を算出しなければならないという問題も生じてく
る。そうすると、インターネットサービスの利用の有無
を問わず、ネット利用料金を一律に徴収する旨を定める
ことには一定の合理性があるといえる。
　加えて、インターネット利用料金は、月額 2,835 円で
あって、これにはネット接続回線契約に要する費用だけ
ではなく、マンションのインターネット設備の保守、管
理に要する費用も含まれていることからすれば、本件イ
ンターネットサービスを利用していない区分所有者に
とってみても、不相当に高額であるとはいえない。
　これらの事情を総合すれば、本件インターネットサー
ビスの利用の有無を考慮することなく一律にネット利
用料金の支払を負担すべき旨規定している本件管理規
約の規定は、区分所有者間の利害の衡平が図られていな
い故に無効であるとまではいえない。』
　宅建業は、人々の生活に深くかかわる業務です。単に
土地や建物の状況だけではなく、人々の生活を支えるイ
ンフラの仕組みを理解しておかなければならない場面
も少なくありません。

山下・渡辺法律事務所

弁護士 渡
わたなべ

辺 晋
すすむ

 先生
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今回は、前回に続いて、（3）被害者・株主等への対処についてお話します。

次回は、企業内対策、マスコミ等への対処についてお話しましょう。

コンプライアンスと危機管理経営＜その12＞

第13回

　イ. 被害者等の物的被害算定
　次に、把握しておかなければならないのは、例えば、以下の物的損害の詳細です。
　　・被害にあった施設・設備の名称、機種、型番と被害程度
　　・滅失した装備資機材等とその被害程度
　　・原状回復、安全回復のための改善コスト
　　・被害のあった IT システムの修復コスト

　ウ. 被害者への補償上の損失算定
　さらに、過去の一般的な補償事例を参考にして、被害者のための補償額（損害賠償及び
慰謝料）をある程度想定しておくことは重要です。
　ただし、実際の被害額の算定には、専門家の指導を受ける必要があるでしょう。

　エ. 企業の営業損失・株式市場の評価算定
　加えて、コンプライアンス違反事案の発生により、企業のブランド価値や商品・サービ
スのブランド価値が低下し、顧客離れによる営業損失が発生することがあります。違反企
業の株価への影響も出てくるおそれもあります。
　また、株主が被害者として違反企業の個々の取締役・監査役に対して損害賠償請求を行
う場合（株主代表訴訟）もあります。
　企業自体や個々の役員は、こうした状況をも注視していかなければなりません。

　オ. 広報・IR費用
　最後に、企業が被害者や一般消費者に対し、お詫びのために社告を主要新聞に掲載した
り、テレビで CM 放送をする場合があります。また、お客様に対して、お詫びのための
レターを送付する場合もあります。
　こうした場合の諸費用も、企業にとっては、被害者対応として必要不可欠なものである
ことを自覚すべきでしょう。

②対策の優先度を決定すること
　ア. 被害者（関係者）への対処を最優先とすること

　企業の安全対策が不十分なために被害が発生した場合は、特に被害者に対する迅速な
面談とお詫び、精神的サポート、補償などが重要です。
　被害者は、一般通行人、事業所来訪者、管理施設利用者、テナント従業員（顧客）、自
社従業員など様々です。

　イ. 株主に対する臨時IRの実施
　対外的には、株主をはじめ、金融機関、取引先、顧客などのステークホルダーに対する
説明責任を果たすことが重要です。また、社内的にも、一部の者にとどまらず、役員・社
員等に対してきちんとした説明が必要でしょう。

③被害拡大防止策を直ちに実行すること
　ア. 製品に欠陥が生じている場合

リコール、店頭回収、販売中止、委託工場との契約解除などを実施します。
　イ. 管理区域内に危険が生じている場合

現場危険物の排除、立入禁止措置、安全装置の設置などを実施します。
　ウ. 危機広報の実施とコールセンターの設置・増強

製品処理体制の強化、製品購入顧客への謝罪方法・内容等の確認、施設利用者の制限などを実施します。
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税金速算プログラムを改編しました

30

　全日ホームページにて提供しております、不動産業務に関連する税金をシミュレートする
プログラム『税金速算プログラム』を、平成25年度税制改正に沿って改編いたしました。

◉税金速算プログラムとは？
　税金速算プログラムは、全日本不動産協会ホームページ上で下記の税金額をシミュレートする
プログラムです。

　※ 今回の税制改正によりプログラムが変更された項目です。
　●不動産取得税 
　●印紙税※

　●登録免許税※

　●贈与税※

　●相続税※

　●相続時精算課税※

　●住宅ローン控除※

　●改修に係わる住宅ローン控除※

　●固定資産税＆都市計画税 
　●譲渡所得税※　
　●マイホームを売却したときの税金（居住用財産譲渡）※

　また、各課税項目に対し、特例条件を満たしている
場合は、その特例を適用した計算ができます。

◉ホームページへのアクセス方法
1. パソコンのWebブラウザ（ホームページ閲覧ソ
　 フト）より、全日本不動産協会ホーム
　 ページにアクセス
　 URL→http://www.zennichi.or.jp/
2. 【会員ログイン】ボタンより、ログイン
3. 画面左メニューの【業務支援】ボタンをクリック
4. 画面左メニューの【税金速算】ボタン、もしくは画面中央の【税金速算】をクリック
５. 表示されました項目一覧より、計算したい税の項目をクリック
6. 必要な入力項目に値を入力し、【計算】ボタンをクリック
7. 計算結果が表示されます。 

※本ウェブサイトの税金速算でシミュレーションする税金額は、実際の金額と異なることがございます。あくまでも参考値としてのご利用をお願いいたします。正
確な税金額につきましては最寄りの税務署、地方事務所または税理士にご相談お願いいたします。本ウェブサイトの税金速算を利用することにより損害が発
生した場合、公益社団法人全日本不動産協会及び公益社団法人不動産保証協会は、一切責任を負いかねますのでご了承の上ご利用お願いいたします。

ホームページへのアクセス方法
パソコンの Web ブラウザ（ホームページ閲覧ソフト）より、
下記の URL を指定してアクセスをお願いいたします。
●全日本不動産協会ホームページ　http://www.zennichi.or.jp/
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平成25年7月

北海道 登別市 （株）原不動産
札幌市 （株）北海レジデンス
石狩郡 （株）ミウラホームズ

青森県 弘前市 （有）Ｎ.Ｓ.ホールディングス
五所川原市 （株）小嶋建設
弘前市 ちえん地所（株）

岩手県 盛岡市 （株）Ｄ・ＬＩＦＥ
宮城県 仙台市 （株）アースメント

仙台市 （株）アイムワン
仙台市 （株）青葉エステート
仙台市 （有）学生社リアルエステート
柴田郡 （株）髙橋工務店
石巻市 ひかり興産（株）
仙台市 ファーイースト・トレーディング（株）
仙台市 （株）リノスクエア

山形県 山形市 にしだ不動産（株）
福島県 郡山市 （有）オフィス古泉

いわき市 （株）キーセント
郡山市 （株）スマートホーム

茨城県 ひたちなか市 （株）勝田プラザ
栃木県 栃木市 おおひら不動産（株）
群馬県 伊勢崎市 （株）スマート
埼玉県 新座市 （有）アイウィル

吉川市 （株）オーマイホーム
さいたま市 （株）シティデザインエステート
狭山市 ティーエヌデザイン
志木市 リブラフ（株）

千葉県 大網白里市 サンメイクリゾート（株）
船橋市 （株）ＴＦＡ
千葉市 （同）なごみ
浦安市 （株）ナゴミ
市川市 ミナモト物産（株）
千葉市 ミライエ（株）

東京都 港区 （株）ＡＱＵＡ　ＩＮＶＥＳＴＭＥＮＴ
目黒区 （株）アユクホーム
千代田区 イーグルマトリックスコンサルティング（株）
中央区 イデアル（株）
新宿区 （株）エイジェーインターブリッジ
目黒区 （有）エクスプローラー
江戸川区 （株）エスエスハウジング
台東区 （株）グリーンリビング
港区 （株）ケイズトラスト
新宿区 （株）ｋ＆ａ
中野区 （株）サウスクラウド
千代田区 （株）サンケイビルメンテ
千代田区 （株）ジャパンビジネスリンク
港区 （株）ＳＨＡＦｔｒｕｓｔ
豊島区 （株）ソワニエ
練馬区 ダイア工業（株）
千代田区 （株）太陽商会
世田谷区 （株）ドリームズ
中央区 （株）日本システムサービス
渋谷区 パシフィックプロパティデベロップメント（株）
港区 （株）フェリオ
大田区 プラチナシティ（株）
新宿区 （株）北杜
豊島区 （株）ユーディア
墨田区 （株）ＵＴＩ
渋谷区 （株）ライジング不動産
文京区 （株）ラクラスホーム
目黒区 ランドセンサー（株）
渋谷区 （株）リアルプラス
豊島区 （株）リプロコミュニティー

神奈川県 相模原市 （株）エミールトラスト
横浜市 （株）エムハウス
川崎市 （株）互幸ワークス
鎌倉市 （株）七里ガ浜不動産
相模原市 （株）ゼロハーフ
藤沢市 （株）西川リビング
横浜市 （有）ｍｉｓｈｅｒｙ
横浜市 （株）未来不動産
相模原市 ＲＥＰＳ（株）

新潟県 長岡市 （株）アイ・マネージメント
新潟市 一般社団法人　ユー・ネット

石川県 金沢市 北越エステート（有）
長野県 下伊那郡 ３Ｇ　Ａｒｃｈｉｔｅｃｔ（同）
静岡県 静岡市 フラワー宅建（株）

駿東郡 プロパティーオークション共同組合
静岡市 （株）ＹＵＮ　ＶＯＩＣＥ
伊東市 （株）レガーミハウジング

愛知県 名古屋市 （有）アサキ
名古屋市 カーサノバ（株）
名古屋市 （株）Ｄ　ｐａｒｔｎｅｒｓ
春日井市 山口木材（株）
津島市 （株）ＬＩＮＫ

三重県 松阪市 （株）アサヒ総合開発
松阪市 ピュアライフ
鈴鹿市 ホームステーション鈴鹿店

滋賀県 長浜市 （株）かねこ工務店
守山市 富士（株）
大津市 宝城不動産
草津市 （株）未来図

京都府 京都市 （株）コンフォータブル
京都市 （株）シティーライフサービス

大阪府 大阪市 （株）アークコア・リアルエステート
大阪市 アクシオエステート（株）
大阪市 あゆむエステート
茨木市 エム・コーポレーション
堺市 ｏｋａホーム
大阪市 （株）ケイズコート
大阪市 ジャパントラストファンド（株）
門真市 （株）シンワエステート
茨木市 （株）スミセイホーム
高槻市 （株）大豊
東大阪市 （株）デプス
茨木市 （株）ドリーム
大阪市 （株）プラチナホーム
大阪市 （株）Ｐｌｕｍ　Ｃｉｔｙ
大阪市 ベネフィット・ステージ（株）
大阪市 部屋店の社宅リーシング（株）
大阪市 （株）ユニバーサル不動産
茨木市 （株）ラインビルド
大阪市 リオーネ（株）

兵庫県 西宮市 （株）イーグルエステート
姫路市 （株）Ｇｒａｎ　Ｈｏｍｅｓ
明石市 健新不動産販売（株）
姫路市 （株）フィットライフ近畿

奈良県 奈良市 （株）キンキホームサービス
奈良市 誠公不動産

和歌山県 和歌山市 （株）スターシオン
紀の川市 （株）セイコーグループ

岡山県 岡山市 浅野産業（株）
岡山市 （株）ジェイ・フィール
岡山市 （株）スタイルプランニング

広島県 広島市 （株）Ｈｏｍｅｙ　Ｇｒｏｕｎｄ
呉市 （株）Ｒｅｒｏｏｍ

徳島県 徳島市 櫻貿易（株）
香川県 高松市 スタイン不動産
愛媛県 宇和島市 くろき不動産商事

伊予郡 （株）ひふみ
福岡県 福岡市 （株）アレス

大川市 エススタイル建築（株）
福岡市 （株）プレジャーリンク
福岡市 （株）マルゲン

佐賀県 佐賀市 （株）つつみ不動産
長崎県 長崎市 （有）　欅
熊本県 合志市 （株）ヴィレッジＭｔ

熊本市 （株）日米商会
菊池郡 （株）光の森不動産
熊本市 リビングセレクト

大分県 中津市 （株）トップインターナショナル
鹿児島県 伊佐市 安和不動産
沖縄県 浦添市 ワンズトラスト（株）
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「七夕のゆうべin四天王寺」に
参加し、地域の方 と々交流

大阪府本部
桑畑信之
大阪府本部長
毎年恒例となっている「七夕
のゆうべin四天王寺」への参加
は、多くの地域の方々と触れ
合えるイベント。当本部でも
毎回楽しく参加しています。

７月 6 日（土）～ 8 日（月）までの期間、四天王
寺境内にて『七夕のゆうべ in 四天王寺』が開
催されました。

笹のトンネルと仙台たなばたが飾られた
会場には多くの来場者が訪れました。夜はラ
イトアップされ、七夕コンサートや星空観望
会等のイベントも開催されました。また、五
重伽藍内にて灯す『鎮魂の灯火』では、多く
の方々が東日本大震災で被災された皆様の
鎮魂と復興の祈願をしました。

当本部のなにわ南支部は毎年このイベント
に参加しており、山門入口付近に協会名入り
の仙台たなばた吹き流しに協賛しています。
また、来場者には団扇を配布するなど全日の
ＰＲ活動を行い、夜店を出店しました。お陰
さまで地域との交流を図ることができ、たく
さんの子供たちの笑顔に癒やされながら大盛
況のうちに終わることができました。この収
益は寄付することとなっております。

▲手前、右から２番目の水色の吹き流しが全日大阪府本部 なにわ南支部協賛のもの
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7月 会の活動および各種会議の要旨
全日・保証合同

会務運営会議
日時　平成25年７月20日（土）
　　　15時～
内容　１．会務運営に関する件

常務理事会
日時　平成25年７月29日（月）
　　　15時～
内容　１．委員会委員選任に関

する件

全日本不動産協会

理事会
日時　平成25年７月８日（月）　
　　　15時30分～
内容　１．役職者及び委員長の

選任に関する件

不動産保証協会

一般保証業務検討特別委員会
日時　平成25年７月２日（火）
　　　15時30分～

内容　１．事業再開後の状況を
踏まえた今後の対策
について
２．その他

理事会
日時　平成25年７月８日（月）
　　　14時30分～
内容　１．役職者及び委員長の

選任に関する件
２．その他

特別事業と青年部から“子どもたちへ元気を贈る！”
ヴィッセル神戸スタジアム
観戦ツアー＆試合観戦招待

兵庫県本部
南村忠敬
兵庫県本部長
ヴィッセル神戸のスタジ
アムに、選手と子供たち
の笑顔があふれる素晴ら
しい一日となりました。

兵庫県本部では、毎年「一般社団法人全国心
臓病の子どもを守る会兵庫県支部」の方々を招
いて、ヴィッセル神戸スタジアム探検ツアー＆
試合観戦を開催しております。

今年度は 33 名の参加でした。そして、今年
度は、青年部から「東日本大震災に負けない！
子どもたちに元気と勇気を贈る」と題し、神戸
市のご協力のもと、東日本大震災により神戸市
に移住して来られた親子 6 組を招待して開催
いたしました。

当日はロッカールーム見学に始まり、子供た
ちが選手をお出迎えすると、記者会見室の見学
ではヴィッセル神戸の現役の選手が登場して
くれました。

普段見ることのできないところに入れたこ
とや現役選手にすぐ近くで会えたこと、そして
何よりピッチで練習が見られたことなど、子ど
もたちには感動のひとときだったようです。

この日は、ヴッセル神戸の勝利で試合が終了
しました。
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10月号の予告

・ 税務相談　税理士　山崎信義
・ 賃貸相談　弁護士　江口正夫
・ 法律相談　弁護士　渡辺 晋
・ 不動産業者のためのコンプライアンス 
  金重凱之

・ ９月のニュースランキング
・ 不動産ニュービジネス最前線
・ 全日ホームページガイド
・ ８月　会の活動および各種会議の要旨
・ ８月　新入会者名簿

（公社）不動産保証協会では、平成25年3月29日から一般保証制度を開始致しました。
詳しくはホームページをご覧ください。

連載
【特集１】

地域密着型不動産店の
マーケティング戦略

【特集2】

マンガで解説！
いまどきの賃貸トラブルQ&A　ほか

特集

※弁済委員会審査結果については、不動産保証協会ホームページに掲載しています。

鬼木善久、藤村憲正、髙梨秀幸、石原孝治、村松清美、吉田啓司、松岡勇一
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一般保証制度のご案内

全国で唯一、当協会だけが実施している公益目的事業です。
一般保証制度は、宅建業者が受領する金銭のうち法律上保全義務の課されていない部分の金銭

について、宅建業者の消費者に対する返還債務を当協会が保証する制度です（保証金は当協会か
ら当該消費者に直接支払われます）。この部分の金銭を保全する宅地建物取引業法を根拠とした保
全制度は、当協会の一般保証制度のみであり、利用できるのも当協会会員のみです。

当制度は、対象金銭を第三者が保管する仕組みとしての制度ではなく、会員が受領した金銭を
当協会が消費者のために保証する制度です。この制度により、会員は受領した手付金などの金銭
を手元に置き活用できます。また、お客様は一生に何度も経験することのない大切な取引を安全
に進めることができます。

この制度を利用することで、当協会会員は、顧客からの信用力を高められ、営業ツールとして
も利用できます。

一般保証制度のイメージ

消費者

①宅地建物
　取引開始
　（予定含む）

⑤宅地建物
　取引完了（決済）

⑤保証証書の回収

詳しくは、当協会ホームページをご覧ください。
http://www.fudousanhosho.or.jp/tetsukekin/ippan_hosho.php

④保証証書の交付

宅建業者（会員）

②保証委託契約 ⑥保証証書の返還③保証証書の預託

公益社団法人　不動産保証協会（地方本部）

②または④
支払金など
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